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水害・土砂災害による被害が毎年のように頻発しており、近年では地球温暖化による 
気候変動の影響によりリスクが高まっています。水害・土砂災害のリスクは、正しく理解し、
家庭や地域で準備しておくことで被害を軽減することが出来、また危機に際して冷静・適切
に対処することで大切な命を守ることが出来ます。このパンフレットでは、水害・土砂災害
への「備え」と「対処」に必要なノウハウを皆様に提供いたします。
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現在、地球規模で地球温暖化が進んでいます。気候変動に関する政
府間パネル（IPCC）第 5 次評価報告書（AR5）によれば、将来、温室
効果ガスの排出量がどのようなシナリオにおいても、21 世紀末に向け
て、世界の平均気温は上昇し、気候変動の影響のリスクが高くなると
予測されています。

国内においては、日降水量 100mm 以上、200mm 以上の日数は
1901 ～2017 年において増加している一方で、日降水量 1.0mm 以上
の日数は減少しています。今後も比較的高水準の温室効果ガスの排出
が続いた場合、短時間強雨の頻度がすべての地域で増加すると予測さ
れています。

また、経済成長に伴う人口・建物の密集、都市部への諸機
能の集積や地下空間の大規模・複雑な利用等により、水害や
土砂災害による人的・物的被害は大きなものとなるおそれが
あり、復旧・復興に多大な費用と時間を要することとなります。

平成 26 年 8 月豪雨による広島市の土砂災害、平成 27 年
9 月関東・東北豪雨、平成 29 年 7 月九州北部豪雨と、近年、
日本各地に大きな被害をもたらす水害・土砂災害が続発して
います。

水害や土砂災害の原因となる豪雨は様々な要因により発生
します。

平成 26 年 7月6日～7月11日 平成26年台風第8号
7月30日～8月11日 平成26年台風第12号及び第11号
8月15日～8月26日 平成26年 8月15日からの大雨等
8月20日 平成 26 年（2014 年）8 月豪雨（広島土砂災害）

平成 27年 7月16日～7月18日 平成27年台風第11号
8月22日～8月26日 平成27年台風第15号
9月9日～9月11日 平成 27 年 9 月関東 ･ 東北豪雨
9月27日～9月28日 平成27年台風第21号

平成 28 年 6月20日～ 6月21日 平成28年 6月20日からの西日本の大雨
8月16日～8月31日 平成 28 年台風第 7 号、第 11 号、第 9 号及び第

10 号
9月1日～9月5日 平成28年台風第12号
9月6日～9月7日 平成28年台風第13号
9月16日～9月21日 平成28年台風第16号
9月30日～10月5日 平成28年台風第18号

平成 29 年 6月30日～7月10日 梅雨前線、平成29年台風第3号及び
平成 29 年 7 月九州北部豪雨

8月3日～8月9日　 平成29年台風第5号
9月13日～9月18日 平成29年台風第18号

10月21日～10月23日 平成29年台風第21号
10月27日～10月30日 平成29年台風第22号

広島土砂災害をもたらした線状降水帯
風上で連続して積乱雲が発生して、それが次々に風下へ移動し豪雨を
もたらすのが「バックビルディング現象」で、ビルが林立する様子を
たとえてこう呼ばれます。水蒸気の供給や上昇気流を引き起こす要因
の解消や、積乱雲を移動させる上空の風の変化がない限りこの状況
が続き、積乱雲が線状に並ぶ「線状降水帯」が形成されます。

こうした気象災害をもたらす雨は、予報の精度が従来より向上したとは言え、必ずしも事前に正確に 
予測できるものではありません。予測できた段階から避難行動をとるまでの時間的余裕がほとんどない
場合や、避難を決断したときにはすでに大雨で避難が困難な場合もたくさんあります。

台風による大雨
台風を取り巻く雲により、広い範囲で大雨とな
ります。特に、山地などにかかった場合や、台
風の動きが遅い場合には、同じような場所で長
い時間大雨となり、甚大な被害をもたらします。

最近の主な水害・土砂災害

1.「雨」を知ろう
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平成 26年広島土砂災害の際のバックビルディング現象

上図：実況の高解像度降水ナウキャストに
よる降水強度分布の時系列（8 月 19 日 23
時 40 分～ 20 日 00 時 40 分）

下図：上図（20 日 00 時 40 分）の線分上
の鉛直断面図
黄色の楕円は個々の積乱雲。２つの赤色の
楕円は、個々の積乱雲が重なった積乱雲群

※内閣府に情報対策室が設置されたもの、又は死者・行方不明者があったもの。
※赤字は比較的被害が大きかったもの。

平成 28年台風第 10号による岩手県の総降水量
（8 月 29 日 0 時～ 31 日 12 時）

気候変動により豪雨災害のリスクが高まっています。

（出典：気象庁ホームページ）



災害から身を守るためには、日頃からの理解と備えが大切です。特に地域の防災リーダーや住民の方々
に、水害・土砂災害から身を守るために、予め備えておくべき必要な知識・非常用品、日頃から行うべ
き地域との連携等について紹介します。

  平成 27 年 9 月 9 日から11 日にかけて、台風
第 18 号から変わった低気圧や台風第 17 号
により湿った空気が流れ込み続けた影響で、 
関東地方・東北地方では記録的な大雨となり
ました。茨城県常総市では鬼怒川の堤防が 
約 200m にわたって決壊するなどしたため、 
建物流失をはじめ住宅の全半壊約 7,100 棟、 
広域浸水、長期湛水といった大きな被害が発生
しました。

  平成 26 年 8 月 19 日夜から 20 日明け方にか
けて広島市安佐北区、安佐南区、西区では集中
的な豪雨に見舞われました。この豪雨により土
石流やがけ崩れが多数発生し、急傾斜地に隣接
した住宅地を中心に死者 76 名、住宅の全半壊
約 400 棟という大きな被害となりました。

  平成 29 年 7 月 5 日から 6 日にかけて、九州北
部では総降水量が多いところで 500mm を超
え、福岡県朝倉市や大分県日田市では 24 時間
降水量の値が観測記録を更新する大雨になりま
した。この豪雨により、山間部を中心に死者 40
名、行方不明者 2 名の人的被害のほか、全半壊、
床上浸水など住宅被害が発生しました。

  梅雨末期の豪雨により、平成 15 年 7 月19 日、 
御 笠 川 上 流 の 太 宰 府 市 で は、 時 間 雨 量 は
104mm（4 時 50 分）、日降水量は 315mm と
なり、ともに観測史上1 位の値を記録しました。
このため、御笠川が下流で氾濫し、特に博多駅
周辺での被害が著しく、浸水により長時間にわ
たりJR や地下鉄に大きな影響が出ました。 
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（平成 27 年 9 月 10 日国土交通省撮影）

（出典：国土交通省ホームページ）

（出典：内閣府撮影）
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（出典：平成 27 年版防災白書）

茨城県常総市における浸水状況（平成 27年 9月）

御笠川の氾濫により浸水した博多駅筑紫口付近（平成 15年 7月）

九州北部豪雨で被害を受けた朝倉市の様子（平成 29年 7月）

広島で発生した土砂災害等の様子（平成 26年 8月）

・川の水かさが急に増えたり、氾濫したりします。
・床下・床上浸水が起こったり、道路が冠水したりします。
・排水溝や下水で処理しきれない水が地下街や地下室へ流れ込みます。
・地盤がゆるみ、土石流やがけ崩れが発生したりします。

集中豪雨が
起きると……



ハザードマップ
　ハザードマップは、水害・土砂災害等の自然災害による被害を予測し、その被害範囲を地図として表したものです。災害の
発生が予測される範囲や被害程度、さらには避難経路、避難場所などの情報が地図上に図示されます。ただし、ハザードマッ
プで指名されていない場所で被害が生じたり、ハザードマップの情報より規模の大きな現象が生じたりする場合もあります。

　ご自身の住む地域のハザードマップについては、各市区町村の防災担当窓口でご確認ください。国土交通省ハザードマップ
ポータルサイト※では、地域とマップの種類を選ぶことで、目的のハザードマップを入手することができます。
※最新の情報に更新されるまでに時間を要する場合がありますので、最新版は各市区町村にお問い合わせ下さい。

国土交通省ハザードマップポータルサイト

２.「危険」を知ろう
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水害・土砂災害から身を守るには、まず地域の災害リスクを
知ることが大事です。

（出典：山形県鶴岡市ホームページ）

https://disaportal.gsi.go.jp/

洪水ハザードマップの例



「前兆現象」は過去の経験から、現象が発生する直前に感じ
られるものとして知られていますが、実際には現象自体が発
生している場合も多く、避難するための猶予はほとんどない
ものと考えて下さい。「様子がおかしいな」、と感じたらただ
ちに避難行動をとってください。

（避難行動の方法はp.8 参照）

土砂災害警戒区域
土砂災害のおそれがある区域では、都道府県が土砂災害警戒区域等を設定します。平成 26 年の土砂災害防止法改正により、

都道府県による基礎調査結果の公表が義務付けられ、これを受けて平成 31 年度末までに基礎調査を完了させる目標が設定さ
れました。

土砂災害警戒区域等の 
設定状況は各都道府県の
ホームページなどで公表 
されています。

【土砂災害警戒区域（イエローゾーン）】
急傾斜地の崩壊等が発生した場合に、住民等

の生命又は身体に危害が生じるおそれがあると認
められる区域であり、危険の周知、警戒避難体制
の整備が行われます。

【土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）】
急傾斜地の崩壊等が発生した場合に、建築物

に損壊が生じ住民等の生命又は身体に著しい危
害が生ずるおそれがあると認められる区域で、特
定の開発行為に対する許可制、建築物の構造規
制等が行われます。

２.「危険」を知ろう

4

  !特定開発行為に対する許可制
　　　対象：住宅宅地分譲、社会福祉施設等の
　　　　　　ための開発行為
  !建築物の構造規制
  !建築物の移転等の勧告

土砂災害防止法の概要

土砂災害防止法※とは、土砂災害から国民の生命を守るため、土砂災害のおそれのある区域について
危険の周知、警戒避難態勢の整備、住宅等の新規立地の抑制、既存住宅の移転促進等のソフト対策を
推進しようとするものです。

基礎調査の実施 
渓流や斜面など土砂災害により
被害を受けるおそれのある
区域の地形、地質、
土地利用状況について調査

・土砂災害防止対策の基本的事項
・基礎調査の実施指針
・土砂災害警戒区域等の指定指針　等

土砂災害防止対策基本指針の作成［国土交通省］

基礎調査の実施［都道府県］
・区域指定及び土砂災害防止対策に必要な調査を実施

土砂災害警戒区域の指定［都道府県］
（土砂災害のおそれがある区域）

土砂災害特別警戒区域の指定［都道府県］
（建築物に損壊が生じ、住民等の生命又は身体に
　著しい危害が生じるおそれがある区域）

  !情報伝達、警戒避難体制等の整備［市町村等］

区域の指定 
基礎調査に基づき、土砂災害のおそれのある
区域等を指定

＜警戒避難体制＞ 
・市町村地域防災計画 
（災害対策基本法）

＜建築物の構造規制＞ 
・居室を有する建築物の
　構造耐力に関する基準の設定
　（建築基準法）

＜移転支援＞ 
・住宅金融支援機構融資等

※正式名称「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」

土砂災害警戒区域図の例

（出典：土砂災害ポータルひろしま）

（提供：国土交通省）

（出典：内閣府政府広報室ホームページ）

がけ崩れ 地すべり 土石流

斜面の地表に近い部分が、雨水
の浸透や地震等でゆるみ、突然、
崩れ落ちる現象です。崩れ始め
てから、崩れ落ちるまでの時間
がごく短く、人家の近くで起き
ると逃げ遅れる人も多く、人命
を奪うことの多い災害です。

斜面の一部あるいは全部が地下
水の影響と重力によってゆっく
りと斜面下方に移動する現象で
す。移動する土塊の量が大きい
ため、甚大な被害を及ぼします。

山腹や川底の石、土砂が長雨や
集中豪雨などによって一気に下
流へと押し流される現象です。
時速 20〜 40㎞という速度で一
瞬のうちに人家や畑などを壊滅
させてしまいます。

がけ崩れの前兆現象

・ がけにひび割れができる
・ 小石がパラパラと落ちてくる
・ がけから水が湧き出る
・ 湧き水が止まる
・ 湧き水が濁る
・ 地鳴りがする

地すべりの前兆現象

・地面がひび割れたり陥没した
りする

・ がけや斜面から水が噴き出す
・井戸や沢の水が濁る
・地鳴り・山鳴りがする
・樹木が傾く
・亀裂や段差が発生する

土石流の前兆現象

・山鳴りがする
・急に川の水が濁り、流木が混

ざり始める
・腐った土の匂いがする
・雨が降り続いているのに川の

水位が下がる
・立木がさける音や石がぶつか

り合う音が聞こえる



防災気象情報
　気象庁は、大雨や暴風などによって発生する災害の防止・軽減のため、気象警報・注意報や気象情報などの防災気象情報を
発表しています。これらの情報は、防災関係機関の活動や住民の安全確保行動の判断を支援するため、災害に結びつくような
激しい現象が予想される数日前から「気象情報」を発表し、その後の危険度の高まりに応じて注意報、警報、特別警報を段階
的に発表しています。
　特別警報・警報・注意報及び気象情報には、以下のようなものがあります。

　大雨警報等は、警報の危険度分布とセットで、両者を一体的に利用することが大切です。具体的には、大雨警報や土砂災害
警戒情報等が発表されたときに、いつ、どこで危険度が高まる予想となっているかを警報の危険度分布等で確認し、自らの地
域に迫る危険を納得感を持って把握していただくことが命を守るために重要です。

特別警報・警報・注意報
　警報級の現象は、ひとたび発生すると命に危険が及ぶおそれがあります。警報は、重大な災害が発生するような警報級の現
象が概ね３～６時間先に予想されるときに発表することとしています。また、警報級の現象が概ね６時間以上先に予想されてい
るときには、警報の発表に先立って、警報に切り替える可能性が高い注意報を発表することとしています。例えば、翌日明け方
に警報級の現象が予想される場合には、夕方の時点で「明け方までに○○警報に切り替える可能性が高い」のように発表して
います。

記録的短時間大雨情報
　大雨警報発表中に、現在の降雨がその地域にとって土砂災害や浸水害、中小河川の洪水害の発生につながるような、稀にし
か観測しない雨量であることを知らせるために気象庁が発表するもので、大雨を観測した観測点名や市町村等を明記していま
す。実際にどこで災害発生の危険度が高まっているかを「警報の危険度分布（土砂災害、浸水害、洪水害）」で確認できます。
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３.「情報」を知ろう 大雨などに関する情報は気象庁などから様々な形で 
提供されています。

防災気象情報の種類



３.「情報」を知ろう

川の防災情報
　国土交通省では、主要河川の
水位情報をリアルタイムでホーム
ページ上で公開しています。

指定河川洪水予報
　住民の避難行動の参考となるよ
うに、気象庁は国土交通省または
都道府県の機関と共同して、区間
を決めて水位または流量を示した
洪水の予報を行っています。氾濫注
意情報、氾濫警戒情報、氾濫危険
情報、氾濫発生情報の 4 つがあり、
河川名を付して「○○川氾濫注意情
報」「△△川氾濫警戒情報」のよう
に発表されます。

洪水警報の危険度分布
　指定河川洪水予報の発
表対象ではない中小河川

（水位周知河川及びその他
河川）の洪水害発生の危険
度の高まりを、地図上で河
川流路を概ね 1km ごとに
5 段階に色分けして示す情
報です。3 時間先までの予
測を常時 10 分ごとに更新
しており、洪水警報等が発
表されたときに、どの川で
危険度が高まるかを一目で
確認することができます。
　5 段階の危険度のうち最大の「極めて危険」（濃い紫色）
が出現した段階では、すでに氾濫した水により道路冠水等
が発生して避難が困難となっているおそれがあります。中
小河川の水位上昇は極めて急激なため、遅くとも、更なる
水位上昇の見込みを示す「非常に危険」（薄い紫色）が出
現した時点で、水位計・監視カメラ等で河川の現況も確認し、
速やかに避難開始の判断をすることが重要です。

〇〇川氾濫注意情報
（洪水注意報）

洪水予報の標題（種類）

〇〇川氾濫発生情報
（洪水警報）

〇〇川氾濫危険情報
（洪水警報）

〇〇川氾濫警戒情報
（洪水警報）

発表基準

氾濫の発生（レベル5）
（氾濫水の予報※）

氾濫危険水位（レベル4）に到達

一定時間後に氾濫危険水位（レベル4）に到達が見込まれる場合、あるいは避難判断
水位（レベル3）に到達し、さらに水位の上昇が見込まれる場合

氾濫注意水位（レベル2）に到達し、さらに水位の上昇が見込まれる場合

市町村・住民に求める行動の段階

氾濫水への警戒を求める段階

いつ氾濫してもおかしくない状態
避難等の氾濫発生に対する
対応を求める段階（避難勧告  相当）

避難準備などの氾濫発生に対する
警戒を求める段階（避難準備・高齢者
等避難開始  相当）

氾濫の発生に対する注意を求める
段階
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※氾濫水の予報
平成 17 年 7 月の水防法および気象業務法の改正により、従来の洪水のおそれがあるときに発表する水位・流量の予報に加え、河川
が氾濫した後においては浸水する区域及びその水深の予報を行うことになりました。平成 29 年 3 月現在では、利根川及び阿武隈川
の一部の区間において、氾濫水の予報を実施しています。 

※平成 29 年度からNEW!

（出典：気象庁ホームページ）

主
要
河
川
で
は
…

中
小
河
川
で
は
…



３.「情報」を知ろう

土砂災害警戒情報
　命に危険を及ぼす土砂災害がいつ発生してもおかしくない状況となったときに、市町村長の避難勧告や住民の避難開始の
判断を支援するために都道府県と気象台が共同で発表します。土砂災害警戒情報が発表された市町村内で危険度が高まってい
る詳細な領域は土砂災害警戒判定メッシュ情報で確認できます。

土砂災害警戒判定メッシュ情報（大雨警報（土砂災害）の危険度分布）
　大雨による土砂災害発生の危険度の高まりを、地図上で 5km 四方の領域ごとに 5 段階に色分けして示す情報です。常時 10
分ごとに更新しており、大雨警報（土砂災害）や土砂災害警戒情報等が発表されたときに、どこで危険度が高まるかを一目で
確認できます。
　５段階の危険度のうち最大の「極めて危険」（濃い紫色）が出現した場合、土砂災害危険箇所・土砂災害警戒区域等では、
過去の重大な土砂災害発生時に匹敵する極めて危
険な状況となっており、命に危険が及ぶような土
砂災害がすでに発生していてもおかしくありませ
ん。このため、避難にかかる時間を考慮して、２
時間先までの予測値を用いて「非常に危険」（薄
い紫色）、「警戒」（赤色）等の危険度を表示
しています。
　土砂災害危険箇所・土砂災害警戒区域等にお住
まいの方々は、可能な限り早めの避難を心がけて
いただき、高齢者等の方は遅くとも「警戒」（赤色）
が出現した時点で、一般の方は遅くとも「非常に
危険」（薄い紫色）が出現した時点で速やかに避
難を開始し、「極めて危険」（濃い紫色）に変わる
までに避難を完了しておく必要があります。

避難情報や避難行動と段階的に発表される防災気象情報との関係は以下の表のとおりです。

警報の危険度分布の色に応じた住民の行動の詳細な説明は以下の知識・解説ページからご確認ください。
• 土砂災害警戒判定メッシュ情報：https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/bosai/doshakeikai.html#d
• 洪水警報の危険度分布：https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/bosai/riskmap_flood.html
• 大雨警報（浸水外）の危険度分布：https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/bosai/riskmap_inundation.html
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（出典：気象庁ホームページ）

（提供：気象庁）

※ 特に、突発性が高く予測が困難な土砂災害の危険性がある区域では、避難準備が整い次第、土砂災害の
指定緊急避難場所へ立退き避難することが強く望まれる。



避難勧告等が発令されたら速やかに避難行動をとる必要があります。なお、突発的な災害では、避難勧告等の発
令が間に合わないこともあります。避難勧告等が発令されなくても、危険を感じたら避難行動をとってください。
大切なことは「自分で判断する」ということです。

○「指定緊急避難場所」（市町村が指定）
・災害の危険から命を守るために緊急的に避難をする場所
・土砂災害、洪水等のハザード別に異なることに注意
※指定緊急避難場所に限らず、ハザードによる人的被害のおそれがない場所（例：親族
や親戚、友人宅等）であれば、避難者自らの判断でその場所に避難することも可

○「近隣の安全な場所」
・自らの判断で「近隣の安全な建物」（民間のマンション等）に緊急的に退避すること
もあり得る
・そのため平時から適切な退避場所を確認しておくことが必要

○「屋内安全確保」
自宅内の上層階で山からできるだけ離れた部屋等に移動

　災害が発生し、または発生するおそれがある場合、災害対策基本法に基づき市町村長から以下のような避難勧告等が出されます。

避難に時間のかかる要配慮者とその
支援者は立退き避難します。
その他の人は立退き避難の準備を整
えるとともに、以後の防災気象情報、
水位情報等に注意を払い、自発的に
避難を開始することが望ましいです。
特に、突発性が高く予測が困難な土
砂災害の危険性がある区域や急激な
水位上昇のおそれがある河川沿いで
は、避難準備が整い次第、当該災害
に対応した指定緊急避難場所へ立退
き避難することが強く望まれます。

予想される災害に対応した指定緊急
避難場所へ速やかに立退き避難しま
す。
指定緊急避難場所への立退き避難は
かえって命に危険を及ぼしかねないと
自ら判断する場合には、「近隣の安全
な場所」への避難や、少しでも命が
助かる可能性の高い避難行動として、

「屋内安全確保」を行います。

既に災害が発生していてもおかしく
ない極めて危険な状況となっており、
未だ避難していない人は、予想され
る災害に対応した指定緊急避難場所
へ緊急に避難します。
指定緊急避難場所への立退き避難は
かえって命に危険を及ぼしかねないと
自ら判断する場合には、「近隣の安
全な場所」への避難や、少しでも命
が助かる可能性の高い避難行動とし
て、「屋内安全確保」を行います。

避難準備・
高齢者等避難開始 避難勧告 避難指示

（緊急）

※ 必ずしも（この順番で）段階的に 
発令されるものではありません。
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４.「避難の方法」を知ろう 危険が迫っていることを知ったら、 
適切な避難行動を取る必要があります。

立退き避難を行う場合は、ここへの早めの避難を基本とする

大雨等により指定緊急避難場所等の浸水のおそれのない場所までの移動ができない状況では ･･･

外出すら危険な状況では ･･･



これらの情報を、水害・土砂災害等　災害種別毎に整理

作成した「災害・避難カード」は、
＊自宅の冷蔵庫など普段、目にとまる場所
＊財布の中へ入れて持ち歩く

適切に避難するためには・・・

・近くの避難場所はどこか、予め確認しておきましょう。
・避難勧告等がない場合でも、気象情報に注意して早めの対応を心がけましょう。
・立退き避難が危険な場合、無理に屋外に避難せず、建物の上の階へ避難すること（垂直避難）も有
効です。（水が流れている中を歩くと人は容易に流されてしまいます。）
・一人では避難できない高齢者など要配慮者を避難させるには時間がかかりますので、支援者の手助け
により、早い段階から立退き避難などの避難行動が必要となります。支援者の安全配慮も必要です。

問合せ先

内閣府

少しでも危険を感じたら、迷わず避難！！

土砂災害から身を守る！
次の情報を見聞きしたらただちに避難をしましょう！

どんなときが危ないのか？

土砂災害は予測が難しく、避難勧告の発令が間
に合わないことも…

平成26年7月9日
長野県南木曽町

死者１名

平成26年8月17日
兵庫県丹波市
死者１名

平成25年10月16日
東京都大島町
　死者・行方不明者

39名

平成26年8月20日
広島県広島市
死者75名

過去30年間で
最悪の被害

災害・避難カード（●●地区××）

自らの命、家族の命を守るためには、早めの
避難が重要！

写真提供：株式会社パスコ写真提供：株式会社パスコ

写真提供：株式会社パスコ写真提供：株式会社パスコ

土砂災害警戒情報※ 避難勧告

す。

災害 避難先・場所 避難の合図

Ｘ川のはん濫

土砂災害

Ｃ市民会館

Ａ小学校
そこまで逃げられない
場合はＢマンション

はん濫危険情報

土砂災害警戒情報（                                ）

※土砂災害警戒情報って？ 
長い間雨が降り続いているときや急な大雨が降ったとき、
山などに多くの水分が含まれることで、今にも土砂災害が
起こりそうなときに出される情報のことです。 
あなたがお住まいの市町村は、この情報をもとに避難勧告
を出しています。 

※災害に巻き込まれないために、日頃からどのような情報に注意すればいいのか
　確認しておきましょう！

このままの状況が続けば災害が起こるおそれがあるため、
避難に時間がかかる人や身の危険を感じた人に避難をして
もらうために出される情

このままの状況が続けば災害発生のおそれがあるため、土
砂災害のおそれがある場所にお住まいの方や要配慮者の方
に避難を促す情報です。

内閣府政策統括官（防災担当） 
〒100-8914 東京都千代田区永田町1-6-1（中央合同庁舎８号館） 
電話：03-5253-2111 　　http://www.bousai.go.jp

Ｂマンション

土砂災害警戒情報： ○△町・△△町・○○町

土砂災害に警戒！！土砂災害に警戒！！

○△町全域に土砂災害警戒情報 この情報が出された場合は、速や
かに避難する必要があります。
この情報の前に避難準備・高齢者
等避難開始※が出されることもあ
ります

※避難準備・高齢者等避難開始って？

4.「避難の方法」を知ろう

災害・避難カード
　いざという時の避難に備え、避難すべき場所などをあらかじめ認識しておくため「災害・避難カード」を作成しておくと、役
に立ちます。

過去の
災害情報

避難場所
までの経路

避難経路
上の

危険箇所

必要な
防災対策

（要配慮者
対応など）
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出典：「土砂災害から身を守る！」パンフレット（内閣府（防災担当））

災害種別ごとに避難行動の
内容と避難の合図について
整理した「タイミング表」

避難場所までの経路
などを記載した

「マイマップ」



持家世帯の保険・共済の加入件数・割合
（建物のみ）（内閣府試算）

火災補償あり：2,880 万件（82％）
水災補償あり：2,307 万件（66％）
火災補償に比べ、水災補償の加入割合は、
まだまだ低い状況にあります。

東日本大震災で全壊被害に遭った住宅の新築費用は、平均して
約 2,500 万円で、それに対して公的支援として受給できるのは、
善意による義援金をあわせても約 400 万円にとどまりました。

＋

災害への備え・普段からの準備が大切
・持ち出し品を準備しておく
　水害で避難をしたときに備え、自分にとってないと困るものは、普段から少し多めに買うようにしておきましょう。大雨が近
づいてきたら、貴重品と併せて持ち出せるようにしておきましょう。

・非常時の連絡先や集合場所を家族・親族で確認しておく
　普段から、家族・親族間で災害時の安否確認方法や集合場所等を確認しましょう。また、「171 災害用伝言ダイヤル」などの
サービスを活用しましょう。

地域の協力（共助）が大切
・大規模災害時の救助や避難などには、普段からの近所づきあいが力を発揮します。
・町内会や自治会が中心となって開催される行事で、地域の防災に関する取組を知ることができます。また、参加型の防災訓
練では、安否確認や救出・救護、炊き出しや避難訓練、避難所生活などを体験できます。
・災害による被害を減らすためには、普段からの地域のつながりが大切です。

保険の活用
　もしも大きな災害が起こって、お住まいの住宅が被害を受けた場合、修理や建て替えにかかる費用は大きなものとなります。
公的な支援金や善意による義援金だけでは、住宅・生活再建には十分な金額とはいえません。いざという時にスムーズに住宅・
生活を再建するためには、保険・共済に加入するなど、『自助』による備えが重要となります。
　風水害・土砂災害を補償する保険・共済に加入していれば、損害の程度に応じて保険金・共済金が支払われますが、加入す
る金額や契約の内容によっては、住宅を元通りに再建するための費用の全額が支払われないこともありますので、留意が必要
です。既に加入している方も補償対象・内容が十分か見直してみましょう。
　保険・共済には火災保険（共済）に上乗せで付帯するタイプのものや、基本的な補償に含まれるタイプのものなどがあり、
補償の対象や内容は様々です。自宅の災害リスクをしっかり確認して、必要な補償を確保しましょう。
　また、建物被害の程度にかかわらず、家財が大きく被害を受け再購入が必要になる場合もあることから、持ち家の場合は、
建物の補償と家財の補償の双方で備えることが望ましいでしょう。
　なお、お車を所有されている場合は、水災を補償する車両保険でカバーしましょう。

＜多めに準備しておきたい＞ ＜状況を把握するため＞ ＜閉じ込められた時のため＞

9 ～今すぐできる7つの備え～

今すぐできる
7つの備え
今すぐできる
7つの備えつの備え

その

日ごろから準備して
おきたいもの

外出先でいつも身につけておきたいもの（例）

重要なことは、無意識に持って歩けるような気軽さです。大きさ・軽さもさることながら、サイフに

入る、キーホルダーに付く、バッグや衣服のポケットに入れっぱなしにできるところがポイントです。

家庭やオフィスに常備しておきたいもの（例）

防災のために特別なものを用意するのではなく、できるだけ、普段の生活の中に組み込んで、平時に

無意識に更新されるものでまかないましょう。安価でどこでも入手しやすいものでないと、定期的に更

新したり分散して置くことができません。

例えば、ティッシュやトイレットペーパー、ラップ、アルミホイル、大型ゴミ袋、水のペットボトル

などは、ある程度の量を蓄え、順々に古い方から使い、日常生活で買い足していきましょう

もし被災したら？

自分に関する
情報

状況を把握
するため

閉じ込められ
た時のため

速やかな避難
のため

なければ困る
もの

身元や連絡先を記したカード 病院の診察券、病名・処方薬を書いたメモ

メモ帳・筆記具ポケットラジオ

笛 水 チョコレート等 口を覆うハンカチ

紐なしのズック靴 ＬＥＤライト 革手袋 レインコート

常備薬 入れ歯や補聴器 水と食料 通帳等の番号を控えたメモ
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紐なしのズック靴 ＬＥＤライト 革手袋 レインコート

常備薬 入れ歯や補聴器 水と食料 通帳等の番号を控えたメモ

9 ～今すぐできる7つの備え～

今すぐできる
7つの備え
今すぐできる
7つの備えつの備え

その

日ごろから準備して
おきたいもの

外出先でいつも身につけておきたいもの（例）

重要なことは、無意識に持って歩けるような気軽さです。大きさ・軽さもさることながら、サイフに

入る、キーホルダーに付く、バッグや衣服のポケットに入れっぱなしにできるところがポイントです。

家庭やオフィスに常備しておきたいもの（例）

防災のために特別なものを用意するのではなく、できるだけ、普段の生活の中に組み込んで、平時に

無意識に更新されるものでまかないましょう。安価でどこでも入手しやすいものでないと、定期的に更

新したり分散して置くことができません。

例えば、ティッシュやトイレットペーパー、ラップ、アルミホイル、大型ゴミ袋、水のペットボトル

などは、ある程度の量を蓄え、順々に古い方から使い、日常生活で買い足していきましょう

もし被災したら？

自分に関する
情報

状況を把握
するため

閉じ込められ
た時のため

速やかな避難
のため

なければ困る
もの

身元や連絡先を記したカード 病院の診察券、病名・処方薬を書いたメモ

メモ帳・筆記具ポケットラジオ

笛 水 チョコレート等 口を覆うハンカチ

紐なしのズック靴 ＬＥＤライト 革手袋 レインコート

常備薬 入れ歯や補聴器 水と食料 通帳等の番号を控えたメモ
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５. 備えよう 災害はいつ起きるかわかりません。起きてから後悔しないよう、非常用の備蓄や 
持ち出し品の準備、保険などによる被害への備えをしっかりとしておきましょう。

※損害保険料率算出機構資料（2015 年度末における全保険
会社の建物（住宅）を対象とした火災保険保有契約を集計）
及び日本共済協会資料（2015 年度末におけるＪＡ共済連、
ＪＦ共水連、全労済、全国生協連の建物（住宅）を対象と
した共済保有契約を集計。住宅のみのデータ抽出が困難な
ものを除く）をもとに、内閣府試算

住宅再建に
必要な金額

公助・共助で
受け取れる金額

「半壊」世帯には、災害救助法に基づき、58.4 万円（平成 30 年 4 月 1 日時点）を限度として市町村が応急修理を行います。
災害復興住宅融資制度による低利融資は、「一部損壊」でも受けられます。

住宅新築費用 不足する金額
約 2,500 万円

これだけではなく、
• 家財
• 引っ越し費用
など、住宅・生活の再建
には他にもお金はかかり
ます。
※数字は東日本大震災の一例です

約 100 万円

300 万円
義援金
被災者生活再建支援金

約2,100万円



　「地域の課題は地域で解決する」。これは防災に限ったことではありませんが、特に地域の力が試されるの
が災害時です。まず地域に水害・土砂災害などどのようなリスクがあるのか、地域の中で共有し、家族や地
域の人たちの命や財産をどのように守るのか、地域の中でしっかり考え、対応策を作っておくことが大切です。
それは簡単なことではありませんが、地域の中で議論することが、いざという時に地域の中で助け合う第一
歩になるのです。
　また、そのときに自治体や地域の企業・団体、有識者と一緒に考えることも大切です。こうした地域での
解決策を考えるひとつの方法が「地区防災計画」です。計画作りを通じて地域が災害に備えて力を発揮でき
ることが最も大切です。

自助の限界 共助の力 公助の限界

一人で出来ることには限度があります。 行政がすぐに助けてくれるとは限りません。

　東日本大震災によって、自助、共助および公助が連携していることが、大規模広域災害への災害対策として必要であると強
く認識されました。そこで、平成 25 年の災害対策基本法改正で、地域コミュニティにおける共助を推進するために新たに創設
されたのが、地区防災計画制度です。地区防災計画は、地区住民等が地域コミュニティの共助力向上のために、自発的に行う
防災活動に関する計画です（平成 26 年４月１日施行）。

１．地域コミュニティ主体のボトムアップ型の計画
　地区防災計画は、地区住民等により自発的に行われる防災活動に関する計画であり、地域コミュニティが主体となったボト
ムアップ型の計画です。また、作成された計画（素案）を地域防災計画の一部として提案できます。
 
２．地区の特性に応じた計画
　地区防災計画は、各地区の特性や想定される災害等に応じて設計できます。例えば、計画の作成主体、防災活動の主体、
地域コミュニティ（地区）の範囲、計画の内容等、地区の特性に応じて自由に決めることができます。
 
３．継続的に地域防災力を向上させる計画
　単に地区防災計画を作成するだけでなく、日頃から地区住民等が力を合わせて計画に基づく防災活動を実践することや、定
期的に評価や見直しを行いつつ、防災活動を継続することが重要です。

住民、
事業者 等

国

市区町村
・計画提案を踏まえ、市町村地域
　防災計画に地区防災計画を定める
　必要があるか判断
・必要があると判断した場合、
　市町村地域防災計画に地区防災
　計画を規定

・優良事例に関する情報の収集、
提供等

・地区防災計画の素案作成
・計画提案

都道府県

・制度の普及促進、計画の
策定状況の取りまとめ等地区防災計画の作成

（災対法42条Ⅲ、
42条の２）

地
区
防
災
計
画
制
度
と
は
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６.「地域の計画」を作ろう
どうすれば家族や地域の人たちが突然の水害や
土砂災害から助かるのか、事前に地域で話し合っ
て計画を作っておくことが大切です。



内閣府防災担当では、「みんなでつくる地区防災計画」の
サイトで地区防災計画ガイドラインやモデル地区事業に 
ついて紹介しています。

6.「地域の計画」を作ろう

– 

⻑沼地区防災マップ：長沼地区全域

「この地図は、長野市長の承認を得て、長野市都市計画基本図 2,500 分の 1、

長野市地形図10,000分の 1を複製したものである。（承認番号26都第13号）

発 行 平成 27 年 月 日 

長沼地区住民自治協議会 
〒381-0003 長野市大字穂保 941 

TEL・FAX 

026-217-2262

E-mail

naganuma.ju@ae.wakwak.com

0 0.5 1.0 km 

かかりつけ薬局： 

豊野西小学校

豊野支所

長野新幹線
車両センター

赤沼公会堂

津野公会堂

長沼支所・長沼公民館

長沼小学校

りんごの郷

仮）穂保高台公園予定地

やすらぎの家すばる

グループホームながぬま

ヤマト運輸（株）

アグリながぬま

消防局柳原分署

東北中学校
古里小学校

農民館

豊野
駅

発 行 平成 27 年 ４月  

長沼地区住民自治協議会 
〒381-0003 長野市大字穂保 941 

TEL・FAX 

026-217-2262

E-mail

naganuma.ju@ae.wakwak.com

東屋

56km標

57km標

58km標

59km標

水位標

東屋

東屋

東屋

東屋
東北交番

どんな災害があるんだろう

この辺りって災害に強いのかな

行政では何をやってもらえるのかな

みんなで何ができるかな

自分では何をやるべきかな

平常時 災害時

活動を発展させよう
○ 行政と連携しよう

○ 地域の活動と連携しよう

○ 他の組織と話し合おう

○ 取組を発信しよう

災害時の力を高めよう
○ 事前に対策をしよう

○ 教育・訓練をしよう

○ 中身を見直そう

地区防災計画（案）

長野県長野市長沼地区（平成 26 年度モデル事業）
　この地区は、千曲川と浅川に挟まれた平坦な低海抜地帯
で、度々豪雨災害に見舞われています。
　市・河川事務所（国）等と連携しながら、住民で相談し、
千曲川の河川水位を基に独自の避難基準を設定。地区防災
計画の策定を通じて、住民自らが避難に関する基準について
あらかじめ市と合意することを実現しました。

地区防災計画取組みの意義
●地区のルールを自ら決めて共有
するとともに、実践的な訓練等を
実施することで、自助・共助の意
識が高まります。
●住民参加型の取組みプロセスを
通じて、地域の良好な関係づくり、
地区の実情に応じたきめ細かい街
づくりに寄与します。

http://www.bousai.go.jp/kyoiku/chikubousai/index.html
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6.「地域の計画」を作ろう

 急激に変化する気象条件においては、行政からの避難勧告等の発令（公助）のみではなく、自ら危険を判断し避難すること（自助）や、近
隣住民への避難の呼びかけ（共助）によって避難することも重要

2

現地調査・ヒアリングを踏まえた対応＜①地域の防災力＞

調査結果
 朝倉市、東峰村、日田市では、住民の防災意識が高く、平成２９年７月九州北部豪雨の際には、住民が自ら危険を判断したり、近隣住

民からの避難の呼びかけなどにより避難行動が取られていた

 これら、住民が自ら行動することができていたのは、平成２４年７月九州北部豪雨の経験を踏まえ、行政と住民が日頃から防災・減災に
取り組んできたためと考えられる

 今回の豪雨では、甚大な被害が生じているものの、これらの取組により一定程度、被害の軽減も図られたと考えられる

求められる対応

推進

 住民が自ら水害・土砂災害から身を守るための手引書の作成や、住民・行政・専門家等が一体となったワークショップ等による地区防災
計画の作成等を推進することにより、自助・共助の取組を促進。手引書の作成にあたっては、今回の現地調査・ヒアリングを通じて得られ
た、自助・共助を強化する各自治体の取組についても参考事例として記載し、地域の災害の危険性への理解促進に向けた平時からの取
組の重要性についても周知（居住地近隣への指定緊急避難場所（又はそれが困難な場合には次善の策として自主避難場所）の確保や平時から避難場所と避難経路を把握する

必要性，行政からの情報が入手できない場合に備え、ハザードマップの活用等により、避難場所・避難経路等の状況を踏まえて住民自身の判断で早期に避難する重要性・必要性に関す
る理解を平時から深める必要性，避難支援等関係者の状況は平日日中・平日夜間・土日祝日で異なることから、それぞれの場合に分けて、要支援者の避難支援の方法を予め定めておく
必要性（支援者自身の被災リスク軽減と支援力の強化の両面を考慮），出水期前に多数の住民と自治体職員の参加による避難訓練を実施する重要性，想定外の災害が起こりうること等）

 水害への理解を促し避難に関する取組を促進するため、地形情報等を活用して山地部の中小河川で水害の危険性が高い地域について情
報提供を推進

 災害発生との関連の強い“危険度分布”等の新たな情報の一層の理解・活用に向け、周知活動などの平時からの取組を促進
 水害・土砂災害時に適切に避難行動がとれるよう、専門家の助言を踏まえるなど地域の実情に応じた防災訓練の実施を促進

・朝倉市では、平成２３年度から各地区
の「自主防災マップ」を作成。平成２６
年度までに市内全地区分のマップを作
成済み

・地域の役員が参加し、意見を出し合い
ながら地域と行政の協働で作り上げて
いくワークショップ手法によりマップを
作成し、地区内の全世帯に配布

・いざというときにあわてることのないよ
う、避難場所や避難経路、家族や近所
の方々の連絡先などを日頃から確認
するなど、家庭や地域の防災に活用

朝倉市（自主防災マップ）

・年1回、6月に村民を対象とし、土砂災害に備

えた避難訓練を実施。村民の約半数の約
1,000人が参加

・公助（村がすること）、共助（地域がすること）、自
助（自分でできること）を分け、村からの「避難
勧告」等の発令に合わせ、要支援者に対す
るサポーターによる避難支援、避難を通じた
避難路や危険箇所の確認等を実施

・避難済みの確認をスムーズに行うため、玄関
などに「避難済」の目印（黄色いタオル）を掲
示するなどの工夫を凝らした訓練を実施

東峰村（避難訓練・要支援者支援）

避難訓練の様子 避難完了の目印

「避難7か条」を書いた「避難タオル」を各戸配布

「要支援者」と「サポーター」をあらかじめ設定

ワークショップの様子

 急激に変化する気象条件においては、行政からの避難勧告等の発令（公助）のみではなく、自ら危険を判断し避難すること（自助）や、近
隣住民への避難の呼びかけ（共助）によって避難することも重要

2

現地調査・ヒアリングを踏まえた対応＜①地域の防災力＞

調査結果
 朝倉市、東峰村、日田市では、住民の防災意識が高く、平成２９年７月九州北部豪雨の際には、住民が自ら危険を判断したり、近隣住

民からの避難の呼びかけなどにより避難行動が取られていた

 これら、住民が自ら行動することができていたのは、平成２４年７月九州北部豪雨の経験を踏まえ、行政と住民が日頃から防災・減災に
取り組んできたためと考えられる

 今回の豪雨では、甚大な被害が生じているものの、これらの取組により一定程度、被害の軽減も図られたと考えられる

求められる対応

推進

 住民が自ら水害・土砂災害から身を守るための手引書の作成や、住民・行政・専門家等が一体となったワークショップ等による地区防災
計画の作成等を推進することにより、自助・共助の取組を促進。手引書の作成にあたっては、今回の現地調査・ヒアリングを通じて得られ
た、自助・共助を強化する各自治体の取組についても参考事例として記載し、地域の災害の危険性への理解促進に向けた平時からの取
組の重要性についても周知（居住地近隣への指定緊急避難場所（又はそれが困難な場合には次善の策として自主避難場所）の確保や平時から避難場所と避難経路を把握する

必要性，行政からの情報が入手できない場合に備え、ハザードマップの活用等により、避難場所・避難経路等の状況を踏まえて住民自身の判断で早期に避難する重要性・必要性に関す
る理解を平時から深める必要性，避難支援等関係者の状況は平日日中・平日夜間・土日祝日で異なることから、それぞれの場合に分けて、要支援者の避難支援の方法を予め定めておく
必要性（支援者自身の被災リスク軽減と支援力の強化の両面を考慮），出水期前に多数の住民と自治体職員の参加による避難訓練を実施する重要性，想定外の災害が起こりうること等）

 水害への理解を促し避難に関する取組を促進するため、地形情報等を活用して山地部の中小河川で水害の危険性が高い地域について情
報提供を推進

 災害発生との関連の強い“危険度分布”等の新たな情報の一層の理解・活用に向け、周知活動などの平時からの取組を促進
 水害・土砂災害時に適切に避難行動がとれるよう、専門家の助言を踏まえるなど地域の実情に応じた防災訓練の実施を促進

・朝倉市では、平成２３年度から各地区
の「自主防災マップ」を作成。平成２６
年度までに市内全地区分のマップを作
成済み

・地域の役員が参加し、意見を出し合い
ながら地域と行政の協働で作り上げて
いくワークショップ手法によりマップを
作成し、地区内の全世帯に配布

・いざというときにあわてることのないよ
う、避難場所や避難経路、家族や近所
の方々の連絡先などを日頃から確認
するなど、家庭や地域の防災に活用

朝倉市（自主防災マップ）

・年1回、6月に村民を対象とし、土砂災害に備

えた避難訓練を実施。村民の約半数の約
1,000人が参加

・公助（村がすること）、共助（地域がすること）、自
助（自分でできること）を分け、村からの「避難
勧告」等の発令に合わせ、要支援者に対す
るサポーターによる避難支援、避難を通じた
避難路や危険箇所の確認等を実施

・避難済みの確認をスムーズに行うため、玄関
などに「避難済」の目印（黄色いタオル）を掲
示するなどの工夫を凝らした訓練を実施

東峰村（避難訓練・要支援者支援）

避難訓練の様子 避難完了の目印

「避難7か条」を書いた「避難タオル」を各戸配布

「要支援者」と「サポーター」をあらかじめ設定
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○ 年１回、６月に村民を対象とし、土砂災害に備えた避難訓練を実施。村民の
約半数の約1,000人が参加
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○ 避難済みの確認をスムーズに行うため、玄関などに「避難済」の目印（黄色
いタオル）を掲示するなどの工夫を凝らした訓練を実施

　平成 29 年 7 月九州北部豪雨では、朝倉市、東峰村、日
田市ともに、急激に悪化する気象条件の中、防災気象情報
や現地の状況等を踏まえ、避難勧告等を発令しました。また、
各自治体ともに、事前に地域のコミュニティを活かし、自治
会等と一体となって防災に取り組んでいました。 特に、今回
の被災地では、平成 24 年 7 月九州北部豪雨を経験し防災
への意識が高く、地区ごとの自主防災マップの作成、避難時
の要支援者と支援者の名簿作成や避難訓練等を行っており、
近隣住民への声かけ等が被害の軽減に寄与したと考えられ
ます。
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被災した朝倉市の様子（平成 29年 7月）

ワークショップの様子

【平成 29 年 7月九州北部豪雨における地域の取組の事例】

＜地域における取組＞

「要支援者」と「サポーター」をあらかじめ設定



大分県日田市では、河川監視カメラを
設置し、リアルタイムで河川の状況を
ホームページ上で公開しています。

6.「地域の計画」を作ろう

5

調査結果
 災害対策マニュアルや地域防災計画に基づき、災害発生の切迫度に応じ、段階的に体制を拡充する仕組みが整備されていた

 災害時の役割分担について、災害対策マニュアル等において班別体制が組まれ、各班の業務分担も明確化されていた（日田市では、
災対対応マニュアルにて電話対応班の設置を位置付け）。一方で、今回の災害では膨大な電話対応に追われ、大量の情報を俯瞰し
ながら確認し、必要な情報を見極めることが難しい場面もみられるなど、一部で災害対応に混乱がみられた

 避難勧告等の発令の訓練を経験したことにより、躊躇なく発令できたとの意見があった
 元防災担当職員が機動的に防災対応に従事している事例がみられ、防災対応に効果的であった
 災害対応の設備が十分でなかった（庁舎内に災害対応用の事務室や大型モニター等の設備がなく情報共有に苦慮等）

 全庁をあげた防災体制の構築が重要
 災害対策本部の機能強化等が重要

 災害対策本部機能等の強化（災害対策本部設備の充実、停電に備えた対応の再確認、衛星携帯電話の導入促進 等）

 水害対応タイムライン※の策定・確認による確実な防災体制の確立

 今回の災害の教訓を踏まえ研修等を通じ「避難勧告等に関するガイドライン」を周知（防災体制の構築にあたっての教訓等（職員の参集状況は平日日

中と平日夜間・土日祝日で異なることもあることから、必要に応じてそれぞれの場合に分けた上で災害種別や段階ごとに職員の参集基準や体制等をマニュアル化（業務継続計画
の策定を含む）する必要性，自治体職員と住民の参加による避難勧告等の発令訓練等を実施する重要性，元防災担当職員の活用事例 等）

教訓

現地調査・ヒアリングを踏まえた対応＜④防災体制＞

災害対策本部の機能強化の取組例 躊躇なく避難勧告等を発令するための
体制強化の取組例

■自治体（職員）

伝達される多様な情報から、住民への避難情
報の周知するタイミングなど、職員の情報判断力、
情報伝達能力の向上

■地域住民

土砂災害発生が危惧される状況において、適
切に避難行動をとれるための情報収集力と避難
判断力の向上

（自治体）モニターに表示される情報か
ら住民への追加情報の提示を判断

（住民）スクリーンに表示される情報をも
とに避難するかを判断

・降雨による土砂災害を想定した避難勧告等の発
令・伝達、避難判断のためのロールプレイ形式の
訓練を福岡県と朝倉市にて実施。

市町村の災害対策本部機能の強化に向けて
～防災情報システム活用事例集～（抜粋）・「市町村の災害対策本部

機能の強化について（平
成29年7月3日消防災第
99号）」の再周知。

・緊急防災・減災事業債に
よる支援

【参考】緊急防災・減災事業債
○概要

防災基盤の整備事業並びに公共施設
及び公用施設の耐震化事業で、東日本
大震災及び平成28年熊本地震を教訓と

して、全国的に緊急に実施する必要性が
高く、即効性のある防災、減災のための
地方単独事業等を対象とした平成32年
度までの地方債措置。
○財政措置
・充当率：100％
・元利償還金について、その70％を基
準財政需要額に算入 躊躇ない避難勧告等の発令体制を構築

・福岡県・朝倉市における取組を周知

求められる対応
※防災関係機関の災害対応力を向上させるため、防災関係機関が連携して災害時に
発生する状況を予め想定し共有した上で、「いつ」、「誰が」、「何をするか」に着目して、
防災行動とその実施主体を時系列で整理した計画。タイムラインの中には、災害発生前
の早い段階から段階的に切り替わる市町村の防災体制についても含む。

＜現地調査・ヒアリング結果＞ 防災体制②
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朝倉市における防災体制の強化の取組
～避難勧告等の発令伝達等の訓練～

・降雨による土砂災害を想定した避難勧告等の発令・伝達、避難判断のため
のロールプレイ形式の訓練を福岡県と朝倉市にて実施（平成28年10月）。

出典：福岡県砂防課・朝倉市提供

住民側のスクリーンに表示される画面のイメージ

＜訓練の目的＞
■自治体（職員）

伝達される多様な情報から、住民への避難情報の周知するタイミングなど、
職員の情報判断力、情報伝達能力の向上

■地域住民
土砂災害発生が危惧される状況において、適切に避難行動をとるための

情報収集力と避難判断力の向上

（自治体）モニターに表示される情報から住民への追加情
報の提示を判断

（住民）スクリーンに表示される情報をもとに避難するかを判断

・訓練の経験があったことから今回の災害対応において、躊躇なく避難勧
告等が発令できたとの意見があった。

＜現地調査・ヒアリング結果＞ 防災体制②
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・降雨による土砂災害を想定した避難勧告等の発令・伝達、避難判断のため
のロールプレイ形式の訓練を福岡県と朝倉市にて実施（平成28年10月）。

出典：福岡県砂防課・朝倉市提供

住民側のスクリーンに表示される画面のイメージ

＜訓練の目的＞
■自治体（職員）

伝達される多様な情報から、住民への避難情報の周知するタイミングなど、
職員の情報判断力、情報伝達能力の向上

■地域住民
土砂災害発生が危惧される状況において、適切に避難行動をとるための

情報収集力と避難判断力の向上

（自治体）モニターに表示される情報から住民への追加情
報の提示を判断

（住民）スクリーンに表示される情報をもとに避難するかを判断

・訓練の経験があったことから今回の災害対応において、躊躇なく避難勧
告等が発令できたとの意見があった。

平成 29年 7月九州北部豪雨の教訓
○ 近所の指定緊急避難場所（又はそれが困難な場合には次善の策として自主避難場所）の確保や、平時から避難場所
と避難経路を把握することが必要です。

○ 行政からの情報が入手できない場合に備え、ハザードマップの活用等により、避難場所・避難経路等の状況を踏ま
えて住民自身の判断で早期に避難することが重要です。

○ 避難を支援する方の状況は平日日中・平日夜間・土日祝日で異なるので、それぞれの場合に分けて、要支援者の避
難支援の方法を予め定めておくことが必要です。（これにより、支援者自身の被災リスクが軽減され、また地域全体
の支援力が強化されます。）

○ このため、事前に地域で話し合って計画を作っておきましょう。計画作りは行政とも一緒に行い、専門家※の助言を
踏まえるなどして地域の実情に応じて作成しましょう。特に危険情報が少ない山地部の中小河川では、どのように
情報収集するか、行政機関と一緒に考えましょう。

　※河川や土砂などの技術的知見を持った人の協力も重要です。

○ 梅雨に入る前に、住民と自治体職員が参加して避難訓練を実施することが重要です。

○ それでも、想定外の災害が起こりうることを忘れてはなりません。
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＜行政と連携した取組＞



[ いざという時のための情報 ]
気象警報・注意報（気象庁）
https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/bosai/warning.html

記録的短時間大雨情報（気象庁）
https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/bosai/kirokuame.html

土砂災害警戒情報・土砂災害警戒判定メッシュ情報（気象庁）
https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/bosai/doshakeikai.html

川の防災情報（国土交通省）
https://www.river.go.jp/kawabou/ipTopGaikyo.do

洪水警報の危険度分布（気象庁）
https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/bosai/riskmap_flood.html

[ 事前の準備のための情報 ]
国土交通省ハザードマップポータルサイト（国土交通省）
https://disaportal.gsi.go.jp/

土砂災害防止法（国土交通省）
http://www.mlit.go.jp/river/sabo/linksinpou.htm

避難勧告等の判断・伝達（内閣府）
http://www.bousai.go.jp/oukyu/hinankankoku/index.html

市町村のための水害対応の手引き（内閣府）
http://www.bousai.go.jp/taisaku/chihogyoumukeizoku/index.html

災害・避難カード事例集（内閣府）
http://www.bousai.go.jp/oukyu/hinankankoku/saigai_jireisyu.html

水害・地震から我が家を守る　保険・共済加入のすすめ（内閣府）
http://www.bousai.go.jp/kyoiku/hokenkyousai/index.html

みんなでつくる地区防災計画（内閣府）
http://www.bousai.go.jp/kyoiku/chikubousai/index.html

風水害対策（内閣府）
http://www.bousai.go.jp/fusuigai/index.html

梅雨期及び台風期における防災態勢の強化について（内閣府）
http://www.bousai.go.jp/kohou/oshirase/pdf/20170531_01kisya.pdf

防災・危機管理 e- カレッジ（消防庁）
http://open.fdma.go.jp/e-college/

気象警報について

記録雨

土砂警について

川の防災

洪水警報危険度分布について

ハザードマップ

土砂法

避難勧告等

水害　手引き

避難カード

保険　内閣府

地区防災

風水害対策

ほかにも、防災に関する情報が
集約されたポータルサイトも

あります。

各種情報サイト 内閣府（防災担当）、国土交通省、気象庁などでは、水害・土砂災害に
関する様々な情報をホームページ等で公開しています。

https://bosaijapan.jp/製作：�内閣府（防災担当）普及啓発・連携担当室�
03-3502-6984

Cabinet Office, Government of Japan

表紙写真：平成 29年 7月九州北部豪雨で被災した三連水車（福岡県朝倉市）

このパンフレットは、主に地域で水害・土砂災害へ備えるための計画づくりを行う方や、実際に災害が起きそうな際、
起きた際に地域で率先して住民の避難行動を支援する方などを対象として作成しています。地域での災害への備え
のきっかけ作りなどにお使いください。
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